
● スプリンクラー設備の設置基準の見直し（改正消防法施行令第１２条第１項関係（平成

２７年４月１日施行））別紙１参照

スプリンクラー設備を設置しなければならない防火対象物又はその部分に、次に掲げるも

の（火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令で定める構造を有するも

のを除く。）で延べ面積２７５㎡未満のものでも設置が必要となりました。

⑴ 消防法施行令別表第 1（以下「令別表第 1」という。）（６）項ロ（１）及び（３）に掲
げる防火対象物

⑵ 令別表第 1（６）項ロ（２）、（４）、（５）に掲げる防火対象物（介助がなければ避難で
きない者として総務省令で定める者を主として入所させるものに限る。）

⑶ 経過措置 平成３０年３月３１日までは、従前の例によります。

● 自動火災報知設備の設置基準の見直し（改正消防法施行令第２１条第１項関係（平成２７

年４月１日施行））別紙２参照

⑴ 面積に関係なく自動火災報知設備の設置が必要な防火対象物又はその部分に次表のも

のが追加されました。

⑵ 経過措置 平成３０年３月３１日までは、従前の例によります。

● 消防機関へ通報する火災報知設備に関する基準の見直し（改正消防法施行規則第２５条関

係（平成２７年４月１日施行））

令別表第 1（６）項ロ又は（６）項ロ部分が存するものに設ける消防機関へ通報する火災
報知設備は、自動火災報知設備の感知器と連動して起動するものとされました。

なお、自動火災報知設備の受信機及び消防機関へ通報する火災報知設備が防災センター

（常時人がいるものに限ります。）に設置されるものにあっては、この限りではありません。

※経過措置 平成３０年３月３１日までは、従前の例によります。

令
別
表
第
１

・ （５）項イ（旅館・ホテル等）

・ （６）項イ（病院・診療所等）及びハ（（６）項ロ以外の有料老人ホーム等）（利用者

を入居させ、又は宿泊させるものに限ります。）

・ （１６の２）項に掲げる防火対象物の部分で（５）項イ並びに（６）項イ及びハ（利

用者を入居させ、又は宿泊させるものに限ります。）に供さされるもの

熊谷市消防本部



● 消防機関の検査を受けなければならない防火対象物等の見直し（改正消防法施行令第３５

条関係（平成２７年４月１日施行））

面積によらず、消防用設備等を設置した際に、消防機関の検査を受けなければならない防

火対象物として、令別表第１（２）項ニ（カラオケ店等）及び（５）項イ（旅館・ホテル等）

に掲げる防火対象物並びに（６）項イ（病院・診療所等）及び（６）項ハ（（６）項ロ以外

の有料老人ホーム等）に掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限り

ます。）並びにそれらの部分が存する（１６）項イ、（１６の２）項及び（１６の３）項が追

加されました。

※（６）項ロは改正前から面積に関係なく検査を受けなければならない防火対象物です。
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別紙１

※1 火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令（改正消防法施行規則第 12条の 2関係
（平成 26年 3月 26日総務省令第 19号））で定める構造を有するものは、スプリンクラー設備の設置
を要しません。

※2 主として避難が困難な障害者を入所させるものが該当します。（消防施行規則第 5条第 3項（平成 26
年 3月 28日消防予第 118号）「障害程度区分 4以上の者が概ね 8割を超える施設」）

※3 介助がなければ避難できない者として総務省令（改正消防法施行規則第 12条の 3（平成 26年 3月 26
日総務省令第 19号））で定める者を主として入所させる以外のものにあっては、スプリンクラー設備等
の設置を要しません。

※4 主として避難が困難な要介護者を入居・宿泊させるものが該当します。（消防施行規則第 5条第 5項に
よる障害者支援区分に係る省令「要介護状態区分 3以上の者が定員の半数以上の施設」）

はい

令別表第 1（６）項ロ

（１）

老人短期入所施設

養護老人ホーム

特別養護老人ホーム

軽費老人ホーム ※４

有料老人ホーム ※４

介護老人保健施設

老人短期入所事業を行う施設

小規模多機能型居宅介護を行う施設 ※４

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設

その他これらに類するものとして総務省令で定め

るもの

（３） 乳児院

令別表第 1（６）項ロ

（２） 救護施設

（４） 障害児入所施設

（５）

障害者支援施設 ※２

障害者の短期入所施設 ※２

障害者の協同生活援助を行う施設 ※２

介助がなければ避難できない者として総務省令で定

める者を主として入所させるもの ※３

（６）項ロ部分の延べ面積

２７５㎡以上

いいえ

いいえ

設置義務なし スプリンクラー設備又は

特定施設水道連結型スプリンクラー設備

設置義務あり

スプリンクラー設備

設置義務あり

はい

令別表第 1（６）項ロの防火対象物又はその部分

延べ面積１，０００㎡以上

いいえ ※1

はい

はい ※1



別紙２

注） 消防施行令第２９条の４により、自動火災報知設備に代えて「特定小規模施設におけ

る必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等」を用いることができま

す。（平成２０年１２月２６日総務省令第１５６号）

利用者を入居させ、

又は宿泊させる。 （６）項イ又はハ

延べ面積３００㎡以上

設置義務なし

設置義務あり

はい

いいえ

いいえ

いいえいいえ

いいえ

はい

はい はい

（１６の２）項で、（５）項イ並びに（６）

項イ及びハ（利用者を入居させ、又は宿

泊させるものに限る。）の用途に供され

る部分がある。

はい

（５）項イ

令別表第 1（５）項イ、（６）項イ、（６）項ハ又はその部分並びに（１６の２）項（地下街）の防火対象物

はい


